
規 則

�愛媛県規則第３９号
愛媛県立農業大学校規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年５月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県立農業大学校規則の一部を改正する規則

愛媛県立農業大学校規則（昭和５８年愛媛県規則第２３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（コース、修業年限、学生定員及び在学期間）

第４条 総合農学科のコース、修業年限及び学生定員は、次の表の

とおりとする。

（コース、修業年限、学生定員及び在学期間）

第４条 総合農学科のコース、修業年限及び学生定員は、次の表の

とおりとする。

コース 修業年限 学生定員

（１学年）

コース 修業年限 学生定員

（１学年）

農産園芸コース 省略 野菜複合コース 省略

花き複合コース

省略 省略

２ 省略

（教科及び単位数）

第７条 総合農学科の教科及び単位数は、別に定める

。

２ 省略

（入学試験等）

第１１条 入学試験は、書類審査、学科試験及び面接試験とする。た

だし、出身高等学校又は出身中等教育学校の長の推薦がある者に

対しては、学科試験の一部を免除することがある。

２・３ 省略

（コース、修業年限、学生定員及び在学期間）

２ 省略

（教科及び単位数）

第７条 総合農学科の教科及び単位数は、別表第１のとおりとす

る。

２ 省略

（入学試験等）

第１１条 入学試験は、書類審査、学科試験及び面接試験とする。た

だし、出身高等学校 の長の推薦がある者に

対しては、学科試験の一部を免除することがある。

２・３ 省略

（コース、修業年限、学生定員及び在学期間）
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第２５条 アグリビジネス科のコース、修業年限及び学生定員は、次

の表のとおりとする。

第２５条 アグリビジネス科のコース、修業年限及び学生定員は、次

の表のとおりとする。

コース 修業年限 学生定員

（１学年）

コース 修業年限 学生定員

（１学年）

リーダー養成コース 栽培育種コース

２年 １０人
環境・流通コース

２年 １５人
家畜管理コース

食品加工コース

２ 省略

（教科及び単位数）

第２６条 アグリビジネス科の教科及び単位数は、別に定める

。

２ 省略

２ 省略

（教科及び単位数）

第２６条 アグリビジネス科の教科及び単位数は、別表第２のとおり

とする。

２ 省略

別表第１（第７条関係）

科目 種類 単位数 卒業に必要

な単位数必

修

選

択

教養科

目

暮らしと経済（環境） 講義 ２ 必修科目６４

単位（野菜

複合コース

については

野菜栽培各

論又は作物

栽培各論の

い ず れ か

を、花き複

合コースに

ついては花

き栽培各論

又は作物栽

培各論のい

ずれかを選

択 す る こ

と。）及び

選択科目４４

単位以上

暮らしと法律 講義 １

実用外国語� 講義 ２

実用外国語� 講義 ２

体育� 演習 １

体育� 演習 １

専門科

目

農業経営 講義 ２

農業簿記 講義 ２

農業簿記演習 演習 １

農業経営分析・設計 講義 １

環境保全と農業 講義 ２

農産物流通とマーケテ

ィング

講義 ２

農業概論 講義 ３

病害虫と防除計画� 講義 ２

土壌肥料概論 講義 ２

農業気象 講義 １

情報処理� 演習 ２

情報処理� 演習 ２

生物工学 演習 ２

農業機械利用� 演習 ３

農業機械利用� 演習 ３

農業政策と行政 講義 ２

農村社会 講義 ２

体験学習� 実習 ５

体験学習� 実習 ５

専

攻

野

菜

植物育種 講義 ２

植物生理 講義 ２
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科

目

複

合

コ

ー

ス

土壌・植物調査法 講義 １

野菜栽培概論 講義 ２

作物栽培概論 講義 １

土壌と肥料設計 講義 ２

病害虫と防除計画� 講義 ２

施設園芸概論 講義 ２

野菜栽培各論 講義 ３

作物栽培各論 講義 ３

農畜産物加工 講義 １

農産物流通 講義 １

野菜生産・経営実習� 実習 １９

野菜生産・経営実習� 実習 ２０

先進事例研修 演習 ４

卒業論文 演習 ３

花

き

複

合

コ

ー

ス

植物育種 講義 ２

植物生理 講義 ２

土壌・植物調査法 講義 １

花き栽培概論 講義 ２

作物栽培概論 講義 １

土壌と肥料設計 講義 ２

病害虫と防除計画� 講義 ２

施設園芸概論 講義 ２

花き栽培各論 講義 ３

作物栽培各論 講義 ３

農畜産物加工 講義 １

農産物流通 講義 １

花き生産・経営実習� 実習 １９

花き生産・経営実習� 実習 ２０

先進事例研修 演習 ４

卒業論文 演習 ３

果

樹

コ

ー

ス

植物育種 講義 ２

植物生理 講義 ２

土壌・植物調査法 講義 １

果樹栽培概論 講義 ２

土壌と肥料設計 講義 ２

病害虫と防除計画� 講義 ２

施設園芸概論 講義 ２

果樹栽培各論 講義 ３

柑橘論 講義 １

農畜産物加工 講義 １

果樹流通 講義 １

果樹生産・経営実習� 実習 １９

果樹生産・経営実習� 実習 ２０

先進事例研修 演習 ４
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卒業論文 演習 ３

畜

産

コ

ー

ス

家畜解剖 講義 ２

飼料栄養� 講義 １

飼料栄養� 講義 ２

家畜育種と繁殖 講義 ２

家畜生理 講義 ２

畜産経営 講義 ２

家畜衛生 講義 ２

環境保全と糞尿処理 講義 １

家畜飼養管理� 講義 １

家畜飼養管理� 講義 ３

農畜産物加工 講義 １

家畜飼養・経営実習� 実習 １９

家畜飼養・経営実習� 実習 ２０

先進事例研修 演習 ４

卒業論文 演習 ３

別表第２（第２６条関係）

科目 種類 単位数 卒業に必要

な単位数必

修

選

択

一般教

養科目

英語 講義 ３ 必修科目６５

単位及び選

択科目４１単

位以上

数学 講義 ２

化学 講義 ２

法学 講義 ２

経済学 講義 ２

人間の発達と教育 講義 ２

専門科

目

農政学 講義 ２

農業経済学 講義 ２

農業経営学 講義 ２

情報処理論� 演習 ２

情報処理論� 演習 ２

畜産学 講義 ２

作物学 講義 ２

園芸学 講義 ２

農業土木 講義 ２

生物化学 講義 ２

農畜産物加工論 講義 ２

リーダーシップ論 講義 ２

マーケティング論 講義 ２

法人経営学 講義 ２

応用生物工学 演習 ２

農業機械施設学 演習 ２

先進農家セミナー（特

別講義）

講義 ６
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アグリビジネス体験実

習

実習 １０

専

攻

科

目

栽

培

育

種

コ

ー

ス

植物栄養学 講義 ２

流通技術 講義 ２

植物病理学 講義 ２

土壌肥料学 講義 ２

応用昆虫学 講義 ２

生産システム学� 講義 ２

生産システム学� 講義 ３

栽培育種専攻実習� 実習 ２０

栽培育種専攻実習� 実習 １７

卒業論文 演習 ３

環

境

・

流

通

コ

ー

ス

植物栄養学 講義 ２

流通技術 講義 ２

植物病理学 講義 ２

土壌肥料学 講義 ２

応用昆虫学 講義 ２

生産システム学� 講義 ２

生産システム学� 講義 ３

環境・流通専攻実習� 実習 ２０

環境・流通専攻実習� 実習 １７

卒業論文 演習 ３

家

畜

管

理

コ

ー

ス

家畜育種学� 講義 １

家畜育種学� 講義 １

家畜繁殖学 講義 ２

家畜衛生学 講義 ２

飼料学� 講義 １

飼料学� 講義 １

家畜栄養学� 講義 １

家畜栄養学� 講義 １

家畜解剖学� 講義 １

家畜解剖学� 講義 １

家畜飼養学� 講義 ２

家畜飼養学� 講義 １

家畜管理専攻実習� 実習 ２０

家畜管理専攻実習� 実習 １７

卒業論文 演習 ３

食

品

加

工

コ

ー

ス

食品製造学 講義 ２

農産物加工学� 講義 ２

農産物加工学� 講義 ２

基礎栄養学 講義 ２

食生活論 講義 １

食品化学 講義 １

微生物基礎 講義 ２
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告 示

�愛媛県告示第６８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

松山市客、麓及び平林地域に係る県営土地改良事業計画を定めたの

で、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書

の写しを縦覧に供する。

平成２１年５月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・客地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２１年５月２５日から６月１９日まで

３ 縦覧場所

松山市役所北条支所

�������
�愛媛県告示第６９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

松山市客地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条第５

項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを縦覧

に供する。

平成２１年５月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農地保全事業・客地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２１年５月２５日から６月１９日まで

３ 縦覧場所

松山市役所北条支所

�������
�愛媛県告示第６９１号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２１年５月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６９２号
次のように公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第２条第１項の規定に基づく埋立ての免許の出願があった。

法第３条第１項に規定する書面及び関係図書は、愛媛県庁、今治

土木事務所及び今治市役所において告示の日から起算して３週間公

衆の縦覧に供する。

平成２１年５月２２日

伯方港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 出願者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名及び住所

今治市

今治市別宮町一丁目４番地１

代表者 今治市長 菅 良二

今治市大三島町宮浦５７１４番３

発酵食品学 講義 １

食品貯蔵額 講義 １

食品加工法規 講義 １

食品加工専攻実習� 実習 ２０

食品加工専攻実習� 実習 １７

卒業論文 演習 ３

様式第１号中

「 入学希望区分 総合農学科 アグリビジネス科

第 一 希 望 コース コース

第 二 希 望 コース コース

学科試験の選択科目

を

」

「
□ 総合農学科

第一希望 コース

入学希望区分 第二希望 コース

□ アグリビジネス科 コース 」

に改め、同様式注１を次のように改める。

１ 「入学希望区分」の欄は、入学を希望する科の□の中にレ印を付し、コース名を記入すること。

附 則

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、第１１条第１項の改正規定は、公布の日から施行する。

２ 改正前の愛媛県立農業大学校規則第２章及び第３章の規定による総合農学科及びアグリビジネス科は、改正後の愛媛県立農業大学校規

則第２章及び第３章の規定にかかわらず、平成２２年３月３１日にそれぞれ当該科に在学する者が当該科に在学しなくなる日までの間、なお

従前の例により存続するものとする。

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 山王地区 平成２１年２月２７日

愛 媛 県 報平成２１年５月２２日 第２０６７号
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２ 埋立区域

� 位置

１工区

今治市伯方町木浦字西須ノ頭甲５３５番１８から同市伯方町木浦

字岩ヶ峯乙１９２番１９までの地先公有水面

２工区

今治市伯方町木浦字西須ノ頭甲５３５番１６から同市伯方町木浦

字西須ノ頭甲５３５番１８までの地先公有水面

� 区域

１工区

次の１点から８点までを順次直線で結んだ線並びに８点と１

点を結ぶ平成２０年の春分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋３．２７メートル）

の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市伯方町木浦字池ノ奥乙３１６番１、国土地理院

「木浦」三等三角点）は、北緯３４度１２分３５．４４１６秒、東経１３３

度０７分０３．６３４５秒の地点

１点は、基点から真北１３５度２３分２０秒４５０．２７メートルの地点

２点は、１点から真北２３７度２７分３５秒１５．１５メートルの地点

３点は、２点から真北２３７度２７分３５秒２０．４１メートルの地点

４点は、３点から真北３２７度３２分２１秒１．６８メートルの地点

５点は、４点から真北２３７度３３分５４秒７．０４メートルの地点

６点は、５点から真北３２７度３８分４１秒１１．４１メートルの地点

７点は、６点から真北２３７度３９分３８秒０．６０メートルの地点

８点は、７点から真北３２７度３８分０３秒３．００メートルの地点

２工区

次の９点から１点までを順次直線で結んだ線並びに１点と９

点を結ぶ平成２０年の春分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋３．２７メートル）

の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市伯方町木浦字池ノ奥乙３１６番１、国土地理院

「木浦」三等三角点）は、北緯３４度１２分３５．４４１６秒、東経１３３

度０７分０３．６３４５秒の地点

９点は、基点から真北１１９番０６分１３秒５６８．２７メートルの地点

１０点は、９点から真北１８９度１２分０７秒３．０４メートルの地点

１１点は、１０点から真北２７９度１２分４０秒０．６０メートルの地点

１２点は、１１点から真北１８９度１１分１５秒１４．６０メートルの地点

１３点は、１２点から真北２５４度５０分５２秒１４．４７メートルの地点

１４点は、１３点から真北１６７度５６分３９秒１．２４メートルの地点

１５点は、１４点から真北２５７度５８分０６秒１．９０メートルの地点

１６点は、１５点から真北３４７度５７分０４秒０．７０メートルの地点

１７点は、１６点から真北２５７度５７分３５秒２０．００メートルの地点

１８点は、１７点から真北１６７度５７分０４秒０．７０メートルの地点

１９点は、１８点から真北２５７度５７分２８秒２．９８メートルの地点

２０点は、１９点から真北１６７度３７分５１秒０．１２メートルの地点

２１点は、２０点から真北２５４度５０分４１秒５．９４メートルの地点

２２点は、２１点から真北１６６度２３分１７秒１．０２メートルの地点

２３点は、２２点から真北２５６度２１分３９秒１．４０メートルの地点

２４点は、２３点から真北３４６度２１分３９秒０．７０メートルの地点

２５点は、２４点から真北２５６度２１分１４秒２９．００メートルの地点

２６点は、２５点から真北１６６度１８分０３秒０．７０メートルの地点

２７点は、２６点から真北２５６度３２分２１秒１．４０メートルの地点

２８点は、２７点から真北３４６度３１分０１秒０．１８メートルの地点

２９点は、２８点から真北２５４度５０分５４秒１１０．１６メートルの地点

２点は、２９点から真北３２７度３３分２６秒１６．５６メートルの地点

１点は、２点から真北５７度２７分３５秒１５．１５メートルの地点

� 面積

１工区 ６２５．５２平方メートル

２工区 ３，４４７．４２平方メートル

合 計 ４，０７２．９４平方メートル

３ 埋立てに関する工事の施行区域

� 位置

１工区

今治市伯方町木浦字西須ノ頭甲５３５番１８から同市伯方町木浦

字岩ヶ峯乙１９２番２８までの地先公有水面及び同市伯方町木浦字

西須ノ頭甲５３５番１８から同市伯方町木浦字岩ヶ峯乙１９２番１９ま

での陸域

２工区

今治市伯方町木浦字西須ノ頭甲５３５番１１から同市伯方町木浦

字岩ヶ峯乙１９２番２８までの地先公有水面及び同市伯方町木浦字

西須ノ頭甲５３５番２から同市伯方町木浦字岩ヶ峯乙１９２番２４ま

での陸域

� 区域

１工区

次のＡ点からＦ点までを順次直線で結んだ線及びＦ点とＡ点

を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（今治市伯方町木浦字池ノ奥乙３１６番１、国土地理院

「木浦」三等三角点）は、北緯３４度１２分３５．４４１６秒、東経１３３

度０７分０３．６３４５秒の地点

Ａ点は、基点から真北１３３度０８分５６秒３９４．７３メートルの地点

Ｂ点は、Ａ点から真北１５０度０５分０１秒５７．９３メートルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北２３７度２７分３５秒７２．６０メートルの地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北３２７度３８分３４秒１６．５３メートルの地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北５８度１７分２１秒３０．００メートルの地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北３３２度１４分３４秒４１．９３メートルの地点

２工区

次のＡ点からＢ点までを順次直線で結んだ線及びＢ点とＡ点

を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（今治市伯方町木浦字池ノ奥乙３１６番１、国土地理院

「木浦」三等三角点）は、北緯３４度１２分３５．４４１６秒、東経１３３

度０７分０３．６３４５秒の地点

Ａ点は、基点から真北１３３度０８分５６秒３９４．７３メートルの地点

Ｇ点は、Ａ点から真北６１度２１分４３秒２３．５８メートルの地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北７９度４６分４２秒１９１．４１メートルの地点

Ｉ点は、Ｈ点から真北１００度０１分０３秒２５．３１メートルの地点

Ｊ点は、Ｉ点から真北１８４度４０分５５秒９．６２メートルの地点

Ｋ点は、Ｊ点から真北２１４度１７分０５秒２３．９４メートルの地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北２２９度２６分１６秒１０．４９メートルの地点

Ｍ点は、Ｌ点から真北１８９度１３分１６秒１１．４０メートルの地点

Ｎ点は、Ｍ点から真北９２度４４分１７秒２８．１８メートルの地点

Ｏ点は、Ｎ点から真北１８８度５３分４３秒１５３．６２メートルの地点

Ｐ点は、Ｏ点から真北２６３度２５分３６秒１９０．３５メートルの地点

Ｃ点は、Ｐ点から真北３２７度３８分３４秒１０８．７３メートルの地点

Ｂ点は、Ｃ点から真北５７度２７分３５秒７２．６０メートルの地点

� 面積

１工区 ２，９７７．２２平方メートル

２工区 ４４，４９４．４２平方メートル

合 計 ４７，４７１．６４平方メートル

愛 媛 県 報平成２１年５月２２日 第２０６７号

５０７



３ 埋立地の用途

輸送用機械器具製造業用地

４ 出願年月日

平成２１年５月７日

�������
�愛媛県告示第６９３号
次のように公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第２条第１項の規定に基づく埋立ての免許の出願があった。

法第３条第１項に規定する書面及び関係図書は、愛媛県庁、南予

地方局西予土木事務所及び西予市役所において告示の日から起算し

て３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年５月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 出願者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名及び住所

西予市

西予市宇和町卯之町三丁目４３４番地１

代表者 西予市長 三好幹二

西予市宇和町山田２０６１番地

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

西予市明浜町田之浜甲４５１番６から同甲４５１番３までの地

先公有水面及び同甲１１０８番２から同甲１１０８番３までの地先公

有水面

イ 区域

次の１点から７点までを順次直線で結んだ線、７点と１点

を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋２．２５メートル）

の陸と公有水面との接する線、８点から１５点までを順次直線

で結んだ線並びに１５点と８点を結ぶ春分及び秋分の満潮位

（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋２．２５メートル）の陸と公有水面との接する

線によりそれぞれ囲まれた区域

基点（西予市明浜町田之浜字ウツシリ甲１５４６の国土地理院

四等三角点「横碆」）は、北緯３３度１９分０４．４７８１秒、東経１

３２度２３分１９．２３７３秒の地点

１点は、基点から真北８８度００分４２秒６１８．９５メートルの地点

２点は、１点から真北３２８度０７分５６秒１１．８４メートルの地

点

３点は、２点から真北５８度０９分０９秒１．００メートルの地点

４点は、３点から真北３２８度０９分０９秒６．３０メートルの地点

５点は、４点から真北２３８度０９分０９秒１．００メートルの地点

６点は、５点から真北３２８度０９分０９秒３１．８５メートルの地

点

７点は、６点から真北２１度３０分２５秒１８．１９メートルの地点

８点は、基点から真北８１度５２分１１秒６００．６９メートルの地点

９点は、８点から真北２２５度１６分２５秒３４．７６メートルの地

点

１０点は、９点から真北３１０度１６分３２秒２１．８５メートルの地

点

１１点は、１０点から真北４０度１５分１１秒１．００メートルの地点

１２点は、１１点から真北３１０度１５分１１秒６．３０メートルの地点

１３点は、１２点から真北２２０度１５分１１秒１．００メートルの地点

１４点は、１３点から真北３１０度１５分１１秒２１．８５メートルの地

点

１５点は、１４点から真北１４度１６分３２秒３５．７１メートルの地点

ウ 面積

２，８１４．１５平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

西予市明浜町田之浜甲４５１番６から同甲１１０８番２までの地

先公有水面及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＱ点までを順次直線で結んだ線及びＱ点とＡ

点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（西予市明浜町田之浜字ウツシリ甲１５４６の国土地理院

四等三角点「横碆」）は、北緯３３度１９分０４．４７８１秒、東経１

３２度２３分１９．２３７３秒の地点

Ａ点は、基点から真北９０度３２分４６秒６６６．２８メートルの地点

Ｂ点は、Ａ点から真北２５０度１９分２２秒９．０６メートルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北２５３度２９分４９秒１１．９５メートルの地

点

Ｄ点は、Ｃ点から真北２５２度０６分０５秒５．４４メートルの地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北３４２度００分１８秒４．４９メートルの地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北３０５度２４分２８秒３．１３メートルの地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北２５１度５６分１１秒６０．５９メートルの地

点

Ｈ点は、Ｇ点から真北２９７度２６分０６秒８８．３０メートルの地

点

Ｉ点は、Ｈ点から真北３１０度５４分５０秒５５．７９メートルの地

点

Ｊ点は、Ｉ点から真北１４度１６分３０秒１２１．３９メートルの地点

Ｋ点は、Ｊ点から真北１１５度１０分１６秒５１．０５メートルの地

点

Ｌ点は、Ｋ点から真北１２０度４３分５１秒４８．０３メートルの地

点

Ｍ点は、Ｌ点から真北１２７度０３分０１秒１２．３９メートルの地

点

Ｎ点は、Ｍ点から真北１３１度５９分５８秒２０．７８メートルの地

点

Ｏ点は、Ｎ点から真北１３９度５６分４９秒９．５２メートルの地点

Ｐ点は、Ｏ点から真北１４２度５１分１１秒９．２６メートルの地点

Ｑ点は、Ｐ点から真北１４７度４３分３０秒３０．８２メートルの地

点

ウ 面積

２２，６０８．３６平方メートル

３ 埋立地の用途

漁港施設用地

４ 出願年月日

平成２１年５月１日

�������
�愛媛県告示第６９４号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び土木事

務所並びに市役所及び町役場において縦覧に供する。

愛 媛 県 報平成２１年５月２２日 第２０６７号

５０８



平成２１年５月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

楠崎Ａ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１６号までを順次

結んだ線及び標柱１６号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

新居浜市 楠崎二丁目 甲２２１０番４ １号

郷 楠崎 乙２９４番 ２号

乙２９５番１ ３号

乙２９５番１ ４号

乙２９３番４ ５号

乙２９３番１ ６号

乙２９３番１ ７号

乙２９３番１ ８号

乙２９３番１ ９号

楠崎二丁目 甲２２０２番２ １０号

甲２２０２番１地先 １１号

甲２２０５番３ １２号

甲２２０９番３ １３号

甲２２０９番５ １４号

甲２２１０番１ １５号

甲２２１０番３地先 １６号

松柏Ｂ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱８号までを順次

結んだ線、標柱８号と標柱９号をその他市道松柏入寺線北側官民境

界線で結んだ線、標柱９号と標柱１０号を公衆用道路東側官民境界線

で結んだ線及び標柱１０号から標柱１９号までを順次結んだ線並びに標

柱１９号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

八幡浜市 松柏 己６番 １号

丙６７２番 ２号

己１０番２ ３号

己２１番１ ４号

己２７番 ５号

丙６３０番２ ６号

丙５３５番１ ７号

丙６１４番３ ８号

丙５９２番 ９号

丙６５６番２ １０号

丙６５７番 １１号

丙６６１番 １２号

丙６６２番１ １３号

丙６６２番９ １４号

丙６６２番９ １５号

丙６６２番１３ １６号

丙６６２番１３ １７号

丙６７６番２ １８号

丙６７６番２ １９号

長堀

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１８号までの線を

順次結んだ線及び標柱１８号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

宇和島市 長堀二丁目 甲５２１番４ １号

甲５２１番４ ２号

甲５２１番４ ３号

甲５２１番１ ４号

甲５２１番１ ５号

甲５２１番１ ６号

甲５６５番 ７号

甲５９２番１ ８号

甲５９２番１ ９号

甲５９２番２ １０号

甲５９８番１ １１号

甲５９８番１ １２号

甲５９８番２ １３号

甲３１６番１ １４号

甲３１７番１ １５号

甲３２１番 １６号

甲４９番４ １７号

甲５２番 １８号

石丸

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱９号までを順次

結んだ線、標柱９号と標柱１０号を市道祝森３７号線東側官民境界線で

結んだ線及び標柱１０号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域並びに

標柱１１号から標柱１３号までを順次結んだ線、標柱１３号と標柱１４号を

農道高ノ子線東側官民境界線で結んだ線、標柱１４号から標柱２１号ま

でを順次結んだ線、標柱２１号と標柱２２号を市道成川線南側官民境界

線で結んだ線、標柱２２号から標柱２６号までを順次結んだ線及び標柱

２６号と標柱１１号を市道祝森３７号線西側官民境界線で結んだ線に囲ま

れた区域

市 町 字 地 番 標 柱

宇和島市 祝森 谷田 甲９４８番５ １号

甲９４８番５ ２号

甲９５４番 ３号

乙３００番１ ４号

高ノ子 乙２９８番３ ５号

乙２９８番３ ６号

乙２９６番１５ ７号

甲９０８番１ ８号

甲９０８番１ ９号

谷田 甲９４５番２ １０号

高ノ子 甲９１０番１ １１号

甲９１１番２ １２号

乙２８７番１８ １３号

甲８９８番１１ １４号

甲８９８番６ １５号

甲８９８番６ １６号

甲８８８番 １７号

神ノ前 乙２８６番１、乙２８６番３ １８号

乙２８６番１、乙２８６番３ １９号
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乙２８６番１、乙２８６番３地先 ２０号

的場 甲８７０番１ ２１号

甲８６９番１ ２２号

甲８５６番 ２３号

甲８８０番１ ２４号

高ノ子 甲８９８番２ ２５号

甲９０２番１ ２６号

光明寺Ａ（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成１９年３月愛媛県告示第６２０号）

光明寺Ａの項で指定した標柱５号、６号及び７号を順次結んだ線、

標柱７号と次に掲げる地番の土地に存する標柱２２号を結んだ線並び

に同項で指定した標柱５号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

新居浜市 七宝台町 乙７３番４８ ２２号

二名津Ａ（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成３年１１月愛媛県告示第１５７４号）

二名津Ａの項で指定した標柱３号、標柱２号及び標柱１号を順次結

んだ線、標柱１号と次に掲げる地番の土地に存する標柱７号から標

柱２２号までを順次結んだ線並びに標柱２２号と同項で指定した標柱３

号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

西宇和郡
伊方町 二名津 １８４番 ７号

１８２番 ８号

７２番地先 ９号

５６番地先３ １０号

４番地先 １１号

１６番 １２号

１８番 １３号

２２４４番 １４号

２２４２番１、２２４２番２ １５号

２２４０番 １６号

２２１３番地先 １７号

２２３１番 １８号

２１８５番２ １９号

２１９２番 ２０号

２１３０番地先 ２１号

２０８７番地先 ２２号

�������
�愛媛県告示第６９５号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量を実施する旨の通

知があった。

平成２１年５月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量「電子国土基本図（地図情報）」修正測量

２ 作業期間 平成２１年５月２２日から

平成２２年３月３１日まで

３ 作業地域 愛媛県全域

�������
�愛媛県告示第６９６号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定

により、愛媛県生涯学習センター、愛媛県総合科学博物館及び愛媛

県歴史文化博物館の特別利用料の収納の事務を次のとおり委託した。

平成２１年５月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 受託者の名称及び主たる事務所の所在地

イヨテツケーターサービス株式会社

松山市千舟町四丁目５番地２

２ 委託期間

平成２１年４月１日から平成２６年３月３１日まで

�������
�愛媛県告示第６９７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年５月２２日

愛媛県西条保健所長 竹之内 直 人

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

医療法人 北辰会

西条市氷見丙４７７番地

理事長 眞鍋 克己

２ 事業場の名称及び所在地

医療法人北辰会 新まなべ病院

西条市小松町妙口字北都谷甲１５４０番２

３ 特定施設に関する事項

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。）別表第１第７２号 し尿処理施
設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１３０立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８

最大 １０
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４ 汚水等の処理施設に関する事項

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�������
�愛媛県告示第６９８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市新居浜土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２１年５月２２日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

退 任

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １００

最大 １３０

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２２年３月３１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２２年４月１日

処 理 施 設 の 種 類 合併処理浄化槽

処 理 施 設 の 型 式 凝集剤添加膜分離活性汚泥方式

処 理 施 設 の 構 造 ＦＲＰ製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦６．２メートル 横２７．１７メートル
高さ３．２４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１３０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 ばっ気、脱窒及び膜分離硝化

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８０

最大 １００

通常 ８

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６０

最大 ２００

通常 ４

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０

最大 ５０

通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 ５

通常 ０．８

最大 １

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １００

最大 １３０

備考 この他に、雨水排水口が９箇所ある。

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １００

最大 １３０

通常 １００

最大 １３０

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 白 石 治 郎 新居浜市徳常町４－３８

〃 宮 崎 和 郎 新居浜市徳常町９－２９

〃 高 橋 文二郎 新居浜市西町３－９

〃 源 代 富 一 新居浜市中須賀町１－４－２１

〃 日 野 勘太郎 新居浜市中須賀町１－２－２９

監 事 白 石 初太郎 新居浜市徳常町３－１１

〃 宮 崎 勝 善 新居浜市港町１５－２６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 橋 文二郎 新居浜市西町３－９

〃 白 石 治 郎 新居浜市徳常町４－３８

〃 日 野 勘太郎 新居浜市中須賀町１－２－２９

〃 白 石 初太郎 新居浜市徳常町３－１１

〃 宮 崎 和 郎 新居浜市徳常町９－２９

監 事 源 代 富 一 新居浜市中須賀町１－４－２１

〃 横 山 弘 昌 新居浜市徳常町５－４５
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�愛媛県告示第６９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市洪水土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２１年５月２２日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第７００号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市丹原町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２１年５月２２日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

�������
�愛媛県告示第７０２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市居相土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２１年５月２２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第７０３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市勝岡土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２１年５月２２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

就 任

�愛媛県告示第７０１号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２１年５月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 宮 崎 和 郎 新居浜市徳常町９－２９

監 事 白 石 徹 新居浜市北内町１－１２－１８

〃 白 石 初太郎 新居浜市徳常町３－１１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 橋 文二郎 新居浜市西町３－９

監 事 杉 本 馨 新居浜市北内町４－６－２７

〃 源 代 富 一 新居浜市中須賀町１－４－２１

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１８）第１２５８５号 平成１９年
３月１８日 �いよましん 菊川 正 今治市大西町九王甲１４５２

－１
平成２１年
４月７日

土木工事業
とび・土工工事業
管工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１７）第９７７７号 平成１７年
５月１３日 波方設備 淺海 幸秀 今治市波方町樋口甲２２００

－１３
平成２１年
４月１３日

土木工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－２０）第１５３７４号 平成２０年
７月３１日 匠工務店 越智 和彦 今治市大西町新町甲７７６

－１
平成２１年
４月２０日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１７）第１４６９５号 平成１８年
１月１８日 燦久建設� 秋山 久利 今治市町谷甲６３２－４ 平成２１年

４月２２日 左官工事業 建設業の廃止
（一部）

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉 井 良 昭 松山市居相二丁目１番１号

〃 堀 川 満 幸 松山市居相五丁目５番１５号

〃 玉乃井 實 松山市居相一丁目３番８号

〃 有 光 逸 武 松山市居相五丁目７番７号

〃 今 村 敬 三 松山市居相四丁目２番１２号

〃 堀 川 博 松山市居相四丁目１９番３０号

〃 今 村 省 三 松山市居相三丁目８番１号

監 事 今 村 旭 松山市居相五丁目８番５号

〃 清 水 良 三 松山市居相二丁目５番３２号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉 井 良 昭 松山市居相二丁目１番１号

〃 堀 川 満 幸 松山市居相五丁目５番１５号

〃 玉乃井 實 松山市居相一丁目３番８号

〃 有 光 逸 武 松山市居相五丁目７番７号

〃 玉 井 正 夫 松山市居相四丁目２０番１号

〃 堀 川 博 松山市居相四丁目１９番３０号

〃 今 村 省 三 松山市居相三丁目８番１号

監 事 福 田 利 文 松山市居相五丁目９番１５号

〃 清 水 良 三 松山市居相二丁目５番３２号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 上 孝 夫 松山市勝岡町１１０２番地

愛 媛 県 報平成２１年５月２２日 第２０６７号
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退 任
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�愛媛県告示第７０４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市斎院樋川土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２１年５月２２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第７０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市太山寺土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２１年５月２２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

就 任

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 上 孝 夫 松山市勝岡町１１０２番地

〃 大 野 勝 利 松山市勝岡町１２６８番地２

〃 岡 本 邦 久 松山市勝岡町２５１１番地

〃 大 野 信 良 松山市勝岡町１２８８番地４

〃 徳 永 一 雄 松山市勝岡町２６４１番地

〃 宮 本 宏 江 松山市勝岡町１０８０番地２

監 事 大 野 欽 二 松山市勝岡町１２８７番地

〃 矢 野 孝 人 松山市勝岡町２５７４番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 横 田 祐 享 松山市山西町５４０番地

〃 岡 本 久 松山市南斎院町２８７番地

〃 松 友 和 廣 松山市生石町４０４番地

〃 清 水 俊 弘 松山市高岡町６０５番地

〃 一 色 幸 � 松山市北斎院町２６２番地９

〃 一 色 通 松山市南斎院町１２７８番地

〃 関 谷 省 三 松山市南吉田町９０８番地

〃 川 崎 俊 一 松山市南吉田町１５０２番地

〃 森 山 邦 雄 松山市別府町４５８番地９

〃 菅 敏 雄 松山市南江戸二丁目７番３３号

〃 横 田 昭 治 松山市清住一丁目３番８号

〃 相 原 義 孝 松山市竹原町一丁目１０番１９号

監 事 森 英 � 松山市北斎院町３９７番地

〃 烏 谷 健 松山市別府町３８７番地１

〃 梅 木 静 男 松山市生石町１６７番地１

〃 竹 内 嘉 重 松山市高岡町２６０番地

〃 大 野 勝 利 松山市勝岡町１２６８番地２

〃 大 野 み き 松山市勝岡町２６６７番地

〃 大 野 信 良 松山市勝岡町１２８８番地４

〃 徳 永 一 雄 松山市勝岡町２６４１番地

〃 植 木 駒 夫 松山市勝岡町２５５８番地

監 事 岡 本 正 博 松山市勝岡町２６１１番地

〃 原 運 久 松山市勝岡町２５３５番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 宮 崎 信太朗 松山市北斎院町１６０番地２

〃 清 水 孝 爾 松山市高岡町６７０番地

〃 松 友 和 廣 松山市生石町４０４番地

〃 関 谷 文 夫 松山市南斎院町１２９０番地

〃 梅 木 静 男 松山市生石町１６７番地１

〃 一 色 通 松山市南斎院町１２７８番地

〃 関 谷 省 三 松山市南吉田町９０８番地

〃 川 崎 俊 一 松山市南吉田町１５０２番地

〃 森 山 邦 雄 松山市別府町４５８番地９

〃 烏 谷 一 雄 松山市北斎院町７０８番地４

〃 横 田 昭 治 松山市清住一丁目３番８号

〃 相 原 義 孝 松山市竹原町一丁目１０番１９号

監 事 西 村 精 司 松山市山西町１５番地

〃 一 色 英 徳 松山市南江戸二丁目１０番２０号

〃 安 永 孝 夫 松山市別府町８５４番地１

〃 竹 内 嘉 重 松山市高岡町２６０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 田 中 光 直 松山市勝岡町２７３６番地

〃 渡 部 勝 廣 松山市太山寺町１７４０番地

〃 渡 部 親 徳 松山市太山寺町１８５１番地

〃 山 � 好 武 松山市太山寺町２３０４番地１

〃 門 間 正 純 松山市太山寺町５６１番地

〃 山 本 繁 信 松山市太山寺町１０３１番地２

〃 岡 本 大 三 松山市勝岡町２５７２番地

〃 井 上 茂 松山市太山寺町１３１０番地

〃 武 智 晃 松山市太山寺町５６０番地

〃 戒 田 政 清 松山市太山寺町１５４２番地４

〃 山 口 祐 記 松山市太山寺町２２８９番地１

〃 須之内 富 正 松山市太山寺町１０２８番地１

監 事 岡 本 � 朗 松山市勝岡町２５４６番地

〃 上 森 光 明 松山市太山寺町７２１番地１

〃 布 袋 耕 成 松山市太山寺町１７０５番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 小 池 了 松山市太山寺町１８７４番地

〃 渡 部 勝 廣 松山市太山寺町１７４０番地

〃 須之内 康 展 松山市太山寺町１０２９番地

〃 武 智 大三郎 松山市太山寺町５６８番地

〃 須之内 昭 吉 松山市太山寺町１０２４番地

〃 村 上 伸 二 松山市太山寺町２３０３番地１

〃 岡 本 大 三 松山市勝岡町２５７２番地

〃 武 智 二三四 松山市太山寺町５４１番地

〃 渡 部 純 松山市太山寺町１４８２番地３

〃 戒 田 政 清 松山市太山寺町１５４２番地４

〃 山 口 祐 記 松山市太山寺町２２８９番地１

〃 田 中 光 直 松山市勝岡町２７３６番地
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�愛媛県告示第７０６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市畑寺土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２１年５月２２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第７０７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市平井町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２１年５月２２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

就 任

退 任

�愛媛県告示第７０８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２１年５月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 江 戸 貴 幸 松山市畑寺三丁目１５番３２号

〃 山 本 章 二 松山市畑寺二丁目１０番３号

〃 山 本 武 松山市畑寺二丁目１８番１７号

〃 高 田 敏 充 松山市畑寺一丁目５番１号

〃 林 賢 二 松山市畑寺二丁目１６番３号

〃 江 戸 正 一 松山市畑寺三丁目１５番１３号

〃 江 戸 通 敏 松山市畑寺二丁目８番２７号

〃 江 戸 幸 男 松山市畑寺三丁目１７番２５号

〃 朝 山 春 一 松山市畑寺四丁目４番３号

監 事 朝 山 和 孝 松山市畑寺四丁目３番２４号

〃 森 川 恵 克 松山市畑寺一丁目１番６号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 朝 山 春 一 松山市畑寺四丁目４番３号

〃 赤 松 博 光 松山市畑寺一丁目１番１号

〃 江 戸 貴 幸 松山市畑寺三丁目１５番３２号

〃 朝 山 和 孝 松山市畑寺四丁目３番２４号

〃 高 田 敏 充 松山市畑寺一丁目５番１号

〃 林 賢 二 松山市畑寺二丁目１６番３号

〃 江 戸 正 一 松山市畑寺三丁目１５番１３号

〃 江 戸 通 敏 松山市畑寺二丁目８番２７号

〃 江 戸 幸 男 松山市畑寺三丁目１７番２５号

監 事 山 本 章 二 松山市畑寺二丁目１０番３号

〃 森 川 恵 克 松山市畑寺一丁目１番６号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 重 信 良 吉 松山市平井町２９５番地

〃 仙 波 隆 一 松山市平井町３０３１番地

〃 和 田 幸 男 松山市平井町１９４６番地２

〃 重 信 昭 雄 松山市平井町６１０番地

〃 川 崎 運 徳 松山市平井町１１１３番地

〃 河 本 信 久 松山市平井町５６３番地

〃 武 智 忠 行 松山市平井町１６７８番地

〃 豊 田 哲 夫 松山市平井町２４８０番地

〃 豊 田 穣 松山市平井町１６３０番地

〃 柴 田 保 教 松山市平井町１１２１番地

〃 仙 波 雄 二 松山市平井町２９７５番地

〃 堀 川 正 松山市平井町２１３９番地２

監 事 松 澤 擴 松山市平井町２５０７番地１

〃 重 信 公 雄 松山市平井町６０４番地２

〃 三 上 宗 利 松山市平井町３００７番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 重 信 良 吉 松山市平井町２９５番地

〃 仙 波 隆 一 松山市平井町３０３１番地

〃 和 田 幸 男 松山市平井町１９４６番地２

〃 重 信 昭 雄 松山市平井町６１０番地

〃 川 崎 運 徳 松山市平井町１１１３番地

〃 河 本 信 久 松山市平井町５６３番地

〃 石 橋 清 春 松山市平井町１５９５番地

〃 豊 田 哲 夫 松山市平井町２４８０番地

〃 豊 田 穣 松山市平井町１６３０番地

〃 和 田 利 幸 松山市平井町２１５１番地２

〃 仙 波 雄 二 松山市平井町２９７５番地

〃 八 木 清 文 松山市平井町１１００番地

監 事 大 野 輝 男 松山市平井町１０２８番地２

〃 武 智 忠 行 松山市平井町１６７８番地

〃 和 田 映 久 松山市平井町１９２０番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１８）第７９１０号 平成１８年
１０月８日

愛光ビルエンジニアリン
グ� 池田 啓吾 松山市久万ノ台１８９番地

９
平成２１年
４月１日 建築工事業 建設業の廃止

監 事 岡 本 � 朗 松山市勝岡町２５４６番地

〃 上 森 光 明 松山市太山寺町７２１番地１

〃 和 田 庄 司 松山市太山寺町１８８５番地

愛 媛 県 報平成２１年５月２２日 第２０６７号
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教育委員会公告

�公 告

平成２２年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施について

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１１条の規定により、

平成２２年度愛媛県公立学校教員採用選考試験を次の要領で実施する。

平成２１年５月２２日

愛媛県教育委員会

教育長 藤 岡 澄

１ 第１次選考試験の区分、期日及び場所

区 分 期 日 場 所

小 学 校 教 員
平成２１年７月２１日�から

２４日�まで

松山市立道後中学校
（松山市上市一丁目３
番５７号）
松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

中 学 校 教 員

（各教科）

平成２１年７月２１日�から

２４日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

高 等 学 校 教 員

（各教科〔科目〕） 平成２１年７月２１日�から

２４日�まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番地
１）

特別支援学校教員

養 護 教 員
平成２１年７月２１日�から

２３日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

栄 養 教 員

注１ 区分間の併願は、認めない。

２ 場所等を変更することがある。

２ 第２次選考試験

第２次選考試験の詳細は、第１次選考試験に合格した者に通知

する。

３ 受験申込受付期間

�愛媛県告示第７０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年５月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７１０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年５月２２日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号
伊予市三秋字菅谷丙２番７５地先から

同市三秋字端原甲１３１８番５まで

旧 ９．４～２７．３ ０．１０２

新 １５．９～３５．８ ０．１０２

（般－１９）第１５２１３号 平成１９年
１２月１８日 �夢家建設 上田 茂裕 松山市小坂４－１４－１４ 平成２１年

４月１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１７）第１２２１８号 平成１８年
３月２４日 阿川総合建設� 阿部 久雄 伊予郡松前町南黒田３９７ 平成２１年

４月９日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１７）第７５３７号 平成１８年
３月１０日 �アースコンサルタント 二神 久士 松山市平井町甲２２９３－３ 平成２１年

４月９日 さく井工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第９１５８号 平成１８年
７月２８日 伊予地下� 東 誠 松山市針田町７２番地 平成２１年

４月１５日
土木工事業
とび・土工工事業
さく井工事業

建設業の廃止

（特－１９）第１５２１０号 平成１９年
１２月１６日 井関建設� 黒川 光夫 松山市堀江町甲５２７番地

１
平成２１年
４月１７日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１９）第６７１９号 平成１９年
５月２３日 �チグサ 千種 剛志 東温市牛渕１９９番地５６ 平成２１年

４月２７日 機械器具設置工事業 建設業の廃止

（般－１６）第１０７５６号 平成１７年
２月２０日 �永金建設 中村 淳 松山市高岡町８５７－１ 平成２１年

４月２７日
土木工事業
建築工事業 建設業の廃止

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２１中局建（開）第６号

平成２１年５月１５日
伊予郡松前町大字上高柳字久保田４３７番４

伊予郡砥部町重光２０６番地３

ＭＡＮＤＡＲＩＮＥ Ｂ棟１０１号

渡 邉 典 孝

愛 媛 県 報平成２１年５月２２日 第２０６７号
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公安委員会規則

平成２１年５月２５日（月）から６月１７日（水）まで（郵送による

場合は、同日までの消印のあるものは受け付ける。）

４ 受験資格

次の各号のいずれにも該当する者とする。

� 試験の区分に相当する教員普通免許状を有する者又は平成２２

年３月３１日までにこの免許状を取得する見込みの者で大学等で

証明が得られるもの

� 昭和４５年４月２日以降に出生した者

なお、他の都道府県で学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第

２条第２項に規定する国立学校又は公立学校の教員として勤務

している者（期限付任用又は臨時的任用である者を除く。）及

び栄養教員の志願者で公立義務教育諸学校の学級編制及び教職

員定数の標準に関する法律（昭和３３年法律第１１６号）第２条第

１項に規定する義務教育諸学校の学校栄養職員として本県で勤

務しているもの（期限付任用又は臨時的任用である者を除く。）

については、年齢を制限しない。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号及び学校

教育法第９条各号のいずれにも該当しない者

５ 受験申込手続及び試験方法

平成２２年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（以下

「志願要項」という。）を参照すること。

６ 志願要項及び出願関係用紙の入手方法

愛媛県のホームページからダウンロードし、印刷すること。

なお、上記によることができない場合には、封筒の表に「教員

採用選考試験志願要項請求」と朱書し、１４０円切手をはった、あ

て先明記の返信用封筒（角形２号）を同封して郵送にて下記まで

請求すること。

〈請求先〉

志 願 種 別 あ て 先

小 学 校 教 員 志 願 者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２中 学 校 教 員 志 願 者

高等学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（０８９）９１２―２９５２特別支援学校教員志願者

養 護 教 員 志 願 者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２栄 養 教 員 志 願 者

�愛媛県公安委員会規則第６号
銃砲刀剣類所持等取締法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年５月２２日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

銃砲刀剣類所持等取締法施行細則の一部を改正する規則

銃砲刀剣類所持等取締法施行細則（昭和５３年愛媛県公安委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（医師の指定）

第１条 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号。以下「法」

という。）第１２条の３の診断を行う医師の指定（以下「医師の指

定」という。）は、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる医師のうちから行うものとする。

診断の対象者 医師

法第５条第１項第３号に規定す

る政令で定める病気（銃砲刀剣

類所持等取締法施行令（昭和３３

年政令第３３号。以下「令」とい

う。）第５条の２第３号に定める

病気を除く。）にかかっている者

並びに法第５条第１項第４号及

び第５号に掲げる者

精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律（昭和２５年法律

第１２３号）第１８条第１項の精

神保健指定医に指定されてい

る医師

令第５条の２第３号に定める病

気にかかっている者

左欄の病気の診断について特

に専門的な知識及び技能を有

すると認められる医師

介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第８条第１６項に規定する認

知症である者

左欄の認知症の診断について

特に専門的な知識及び技能を

有すると認められる医師

愛 媛 県 報平成２１年５月２２日 第２０６７号
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２ 医師の指定の期間は、３年とする。ただし、再指定を妨げない。

３ 愛媛県公安委員会は、医師の指定を行ったときは、その氏名、

勤務する病院の名称及び所在地並びに診断の対象者を公示するも

のとする。

（射撃競技用けん銃、公演用銃砲刀剣類等を所持しようとする者

に対する許可の期間）

第２条 令

第４条第１項に規定する公安委員会が定める

許可の期間は、２年とする。

２ 省略

第３条 省略

第４条 省略

（補則）

第５条 この規則に定めるもののほか、法

の施行に関し必要な事項は、愛媛県警察本部

長が定める。

（射撃競技用けん銃、公演用銃砲刀剣類等を所持しようとする者

に対する許可の期間）

第１条 銃砲刀剣類所持等取締法施行令（昭和３３年政令第３３号。

以下「令」という。）第４条第１項に規定する公安委員会が定める

許可の期間は、２年とする。

２ 省略

第２条 省略

第３条 省略

（補則）

第４条 この規則に定めるもののほか、銃砲刀剣類所持等取締法（昭

和３３年法律第６号）の施行に関し必要な事項は、愛媛県警察本部

長が定める。

附 則

１ この規則は、平成２１年６月１日から施行する。

２ 平成２１年６月１日から銃砲刀剣類所持等取締法の一部を改正する法律（平成２０年法律第８６号）の施行の日の前日までの間は、第１条第

１項の表中「第５条第１項第３号」とあるのは「第５条第１項第２号」と、「第５条第１項第４号及び第５号」とあるのは「第５条第１

項第３号及び第４号」とする。

�愛媛県公安委員会規則第７号
認知機能検査の実施に関する規則を次のように定める。

平成２１年５月２２日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

認知機能検査の実施に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」という。）第９７条の２第１項第３号イ又は第１０１条の４第２項の規定に

基づく認知機能検査（以下「検査」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。

（検査結果の報告）

第２条 法第１０８条第１項の規定により公安委員会の委託を受けて検査を実施する法人は、検査終了後、速やかに、検査結果を公安委員会に

報告するものとする。報告した内容に変更があった場合も、同様とする。

（検査結果の通知）

第３条 公安委員会は、検査を受検した者に対し、検査結果を通知するものとする。

（検査結果の通知に係る書面の再交付）

第４条 前条の規定による通知を受けた者は、当該通知に係る書面を亡失し、滅失し、汚損し、又は破損し、当該書面の再交付を受けようと

するときは、公安委員会に認知機能検査結果通知書再交付申出書（別記様式）を提出して申し出なければならない。

（補則）

第５条 この規則に定めるもののほか、検査の実施に関し必要な事項は、警察本部長が定める。

附 則

この規則は、平成２１年６月１日から施行する。
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別記様式（第４条関係）

認知機能検査結果通知書再交付申出書

年 月 日

愛媛県公安委員会 殿

氏 名 及 び
生 年 月 日

住 所

検査年月日

受 検 場 所

再 交 付
の 理 由

愛 媛 県 報平成２１年５月２２日 第２０６７号
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�愛媛県公安委員会規則第８号
愛媛県道路交通規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年５月２２日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

愛媛県道路交通規則等の一部を改正する規則

（愛媛県道路交通規則の一部改正）

第１条 愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（適性検査の受検命令等）

第２３条の３ 法第９０条第８項及び第１０３条第６項の適性検査の受

検命令は、適性検査受検命令書（別記様式第２１号の３）を交付し

て行うものとする。

２ 法第９０条第８項及び第１０３条第６項の医師の診断書の提出命令

は、診断書提出命令書（別記様式第２１号の４）を交付して行うも

のとする。

３ 法第９０条第８項及び第１０３条第６項の診断書の様式は、診断書

（別記様式第２１号の５）のとおりとする。

（臨時適性検査の通知）

第２４条 法第１０２条第６項及び法第１０７条の４第１項に規定する通

知は、臨時適性検査通知書（別記様式第２２号）によつて行うもの

とする。

（免許用写真の添付の省略）

第２４条の３

法第１０１条第１項の免許証の更新の申請、法第１０１条の２第１項

の更新期間前における免許証の更新の申請又は法第１０４条の４第

１項の免許の取消しの申請については、次の各号のいずれかに該

当する場合を除き、当該申請の書類に施行規則第１７条第２項第８

号の免許用写真（以下「免許用写真」という。）の添付を要しな

い。

� 省略

� 法第１０３条第３項の規定により免許の効力が停止されている

場合

（適性検査の受検命令等）

第２３条の３ 法第９０条第６項及び第１０３条第５項の適性検査の受

検命令は、適性検査受検命令書（別記様式第２１号の３）を交付し

て行うものとする。

２ 法第９０条第６項及び第１０３条第５項の医師の診断書の提出命令

は、診断書提出命令書（別記様式第２１号の４）を交付して行うも

のとする。

３ 法第９０条第６項及び第１０３条第５項の診断書の様式は、診断書

（別記様式第２１号の５）のとおりとする。

（臨時適性検査の通知）

第２４条 法第１０２条第３項及び法第１０７条の４第１項に規定する通

知は、臨時適性検査通知書（別記様式第２２号）によつて行うもの

とする。

（免許用写真の添付の省略）

第２４条の３ 法第９４条第１項の免許証の記載事項の変更の届出、

法第１０１条第１項の免許証の更新の申請、法第１０１条の２第１項

の更新期間前における免許証の更新の申請又は法第１０４条の４第

１項の免許の取消しの申請については、次の各号のいずれかに該

当する場合を除き、当該申請の書類に施行規則第１７条第２項第８

号の免許用写真（以下「免許用写真」という。）の添付を要しな

い。

� 省略

� 法第１０３条第２項の規定により免許の効力が停止されている

場合

（高齢者講習に関する規則の一部改正）

第２条 高齢者講習に関する規則（平成１０年愛媛県公安委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（高齢者講習の連絡事項）

第３条 法第１０１条の４第３項の規定による高齢者講習に係る事務

の円滑な実施を図るため、その他高齢者講習連絡書に記載するこ

とが必要な事項は、講習時間、携行品及び受講上の注意事項とす

る。

（高齢者講習の連絡事項）

第３条 法第１０１条の４第２項の規定による高齢者講習に係る事務

の円滑な実施を図るため、その他高齢者講習連絡書に記載するこ

とが必要な事項は、講習時間、携行品及び受講上の注意事項とす

る。

（取消処分者講習の実施に関する規則の一部改正）

第３条 取消処分者講習の実施に関する規則（平成１５年愛媛県公安委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（取消処分者講習の実施）

第２条 取消処分者講習のうち、次の各号のいずれにも該当する者

（取消処分者講習の実施）

第２条 取消処分者講習のうち、次の各号のいずれにも該当する者
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公安委員会訓令

に対する講習は、法第１０８条の４第１項に規定する指定講習機関

（以下「指定講習機関」という。）に行わせることができる。

� 法第９０条第９項、第１０３条第７項又は第１０７条の５第１項の

規定により、免許を受けることができない期間又は運転を禁止

する期間として公安委員会が定めた期間が３年以下の者

� 省略

（受講申出）

第６条 道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以下「施

行規則」という。）第３８条第２項第１号に規定する取消処分者講

習の申出は、取消処分者講習申出書（様式第３号）及び施行規則

第１７条第２項第８号の免許用写真２枚を、公安委員会（指定講習

機関が行う取消処分者講習を受けようとする者にあっては、当該

指定講習機関）に提出して行うものとする。

に対する講習は、法第１０８条の４第１項に規定する指定講習機関

（以下「指定講習機関」という。）に行わせることができる。

� 法第９０条第７項、第１０３条第６項又は第１０７条の５第１項の

規定により、免許を受けることができない期間又は運転を禁止

する期間として公安委員会が定めた期間が３年以下の者

� 省略

（受講申出）

第６条 道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以下「施

行規則」という。）第３８条第２項第１号に規定する取消処分者講

習の申出は、取消処分者講習申出書（様式第３号）及び施行規則

第１７条第２項第７号の免許用写真２枚を、公安委員会（指定講習

機関が行う取消処分者講習を受けようとする者にあっては、当該

指定講習機関）に提出して行うものとする。

附 則

この規則は、平成２１年６月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会訓令第３号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年５月２２日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表１（第２条関係）

本部長の専決事項

別表１（第２条関係）

本部長の専決事項

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

道路交通法（昭和３５年法律

第１０５号）

１～８ 省略

９ 第７５条第５項（第７５条の２

第３項において準用する場合を

含む。）及び第１０４条の２第２

項（第１０４条の２の３第５項及

び第１０７条の５第４項において

準用する場合を含む。）の規定

による聴聞の期日等の通知及び

公示

１０～１３ 省略

１４ 第１０７条の５第１項（第１０７

条の５第９項において準用する

場合を含む。）の規定による１８０

日を超えない期間の自動車等の

運転の禁止

１５～２９ 省略

道路交通法（昭和３５年法律

第１０５号）

１～８ 省略

９ 第７５条第５項（第７５条の２

第３項において準用する場合を

含む。）及び第１０４条の２第２

項（第１０４条の２の３第５項及

び第１０７条の５第３項において

準用する場合を含む。）の規定

による聴聞の期日等の通知及び

公示

１０～１３ 省略

１４ 第１０７条の５第１項（第１０７

条の５第８項において準用する

場合を含む。）の規定による１８０

日を超えない期間の自動車等の

運転の禁止

１５～２９ 省略

省略 省略

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 省略

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 省略
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２ 課長専決事項

�～� 省略

� 運転免許課長

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 運転免許課長

法令 専決事項 法令 専決事項

道路交通法 １・２ 省略

３ 第９０条第４項（同条第７項に

おいて準用する場合を含む。）

の規定による弁明をな

すべき日時等の通知及び弁明の

機会の付与

４ 第９０条第８項の規定による適

性検査の受検及び医師の診断書

の提出命令

５ 第９０条第１１項の規定による他

の公安委員会への通知

６ 第９０条第１２項の規定による免

許の保留又は効力の停止期間の

短縮

７ 第９０条第１３項の規定による仮

免許の交付の拒否

８ 第９０条第１４項の規定による弁

明をなすべき日時等の通知及び

弁明の機会の付与

９～１５ 省略

１６ 第９７条の２第１項第３号イ

及び第１０１条の４第２項の規定

による認知機能検査の実施

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 省略

３０ 省略

３１ 省略

３２ 省略

３３ 省略

３４ 省略

３５ 省略

３６ 省略

３７ 省略

３８ 省略

３９ 省略

４０ 省略

４１ 第１０１条の４第３項の規定に

道路交通法 １・２ 省略

３ 第９０条第３項（同条第５項に

おいて準用する場合を含む。）及

び第６項の規定による弁明をな

すべき日時等の通知及び弁明の

機会の付与

４ 第９０条第６項の規定による適

性検査の受検及び医師の診断書

の提出命令

５ 第９０条第８項の規定による他

の公安委員会への通知

６ 第９０条第９項の規定による免

許の保留又は効力の停止期間の

短縮

７ 第９０条第１０項の規定による仮

免許の交付の拒否

８ 第９０条第１１項の規定による弁

明をなすべき日時等の通知及び

弁明の機会の付与

９～１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 省略

３０ 省略

３１ 省略

３２ 省略

３３ 省略

３４ 省略

３５ 省略

３６ 省略

３７ 省略

３８ 省略

３９ 省略

４０ 第１０１条の４第２項の規定に
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よる高齢者講習連絡書の送付

４２ 第１０２条第１項、第２項、第３

項、第４項及び第５項の規定に

よる臨時適性検査の実施

４３ 第１０２条第６項の規定による

臨時適性検査の通知

４４ 第１０３条第３項及び第９項の

規定による他の公安委員会への

処分移送通知書の送付及び処分

の通知並びに処分移送通知書の

受理

４５ 第１０３条第６項の規定による

適性検査の受検及び医師の診断

書の提出命令

４６ 省略

４７ 省略

４８ 第１０４条第１項（第１０４条の２

の２第６項及び第１０７条の５第

４項において準用する場合を含

む。）の規定による意見の聴取の

実施

４９ 省略

５０ 省略

５１ 省略

５２ 省略

５３ 第１０４条の２の３第３項にお

いて準用する第１０３条第３項の

規定による他の公安委員会への

処分移送通知書の送付及び処分

移送通知書の受理

５４ 第１０４条の２の３第３項にお

いて準用する第１０３条第９項の

規定による他の公安委員会への

処分の通知及び処分の通知の受

理

５５ 省略

５６ 第１０４条の３第１項（第１０７条

の５第１１項において準用する場

合を含む。）の規定による免許の

取消し又は効力の停止に係る書

面の交付

５７ 第１０４条の３第４項（第１０７条

の５第１１項において準用する場

合を含む。）の規定による出頭命

令を行つた旨の通知及び送付さ

れた運転免許証の受理

５８ 第１０４条の３第５項（第１０７

条の５第１１項において準用す

る場合を含む。）の規定による保

管運転免許証の返還

５９ 省略

６０ 省略

６１ 省略

よる高齢者講習連絡書の送付

４１ 第１０２条第１項及び第２項

の規定に

よる臨時適性検査の実施

４２ 第１０２条第３項の規定による

臨時適性検査の通知

４３ 第１０３条第２項及び第７項の

規定による他の公安委員会への

処分移送通知書の送付及び処分

の通知並びに処分移送通知書の

受理

４４ 第１０３条第５項の規定による

適性検査の受検及び医師の診断

書の提出命令

４５ 省略

４６ 省略

４７ 第１０４条第１項（第１０４条の２

の２第６項及び第１０７条の５第

３項において準用する場合を含

む。）の規定による意見の聴取の

実施

４８ 省略

４９ 省略

５０ 省略

５１ 省略

５２ 第１０４条の２の３第３項にお

いて準用する第１０３条第２項の

規定による他の公安委員会への

処分移送通知書の送付及び処分

移送通知書の受理

５３ 第１０４条の２の３第３項にお

いて準用する第１０３条第７項の

規定による他の公安委員会への

処分の通知及び処分の通知の受

理

５４ 省略

５５ 第１０４条の３第１項（第１０７条

の５第１０項において準用する場

合を含む。）の規定による免許の

取消し又は効力の停止に係る書

面の交付

５６ 第１０４条の３第４項（第１０７条

の５第１０項において準用する場

合を含む。）の規定による出頭命

令を行つた旨の通知及び送付さ

れた運転免許証の受理

５７ 第１０４条の３第４項（第１０７

条の５第１０項において準用す

る場合を含む。）の規定による保

管運転免許証の返還

５８ 省略

５９ 省略

６０ 省略
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６２ 省略

６３ 省略

６４ 省略

６５ 省略

６６ 省略

６７ 省略

６８ 省略

６９ 省略

７０ 第１０７条の５第５項及び第７

項の規定による提出された国際

運転免許証等の受理

７１ 第１０７条の５第８項の規定に

よる国際運転免許証等への処分

事項の記載

７２ 第１０７条の５第９項の規定に

よる他の公安委員会への処分移

送通知書の送付及び処分の通知

並びに国際運転免許証等への処

分事項の記載

７３ 第１０７条の５第１０項の規定に

よる仮禁止通知書、国際運転免

許証等の受理及び国際運転免許

証等への処分事項の記載並びに

他の公安委員会への処分移送通

知書、仮禁止通知書及び国際運

転免許証等の送付

７４ 省略

７５ 省略

７６ 省略

７７ 省略

７８ 省略

７９ 省略

８０ 省略

８１ 省略

６１ 省略

６２ 省略

６３ 省略

６４ 省略

６５ 省略

６６ 省略

６７ 省略

６８ 省略

６９ 第１０７条の５第４項及び第６

項の規定による提出された国際

運転免許証等の受理

７０ 第１０７条の５第７項の規定に

よる国際運転免許証等への処分

事項の記載

７１ 第１０７条の５第８項の規定に

よる他の公安委員会への処分移

送通知書の送付及び処分の通知

並びに国際運転免許証等への処

分事項の記載

７２ 第１０７条の５第９項の規定に

よる仮禁止通知書、国際運転免

許証等の受理及び国際運転免許

証等への処分事項の記載並びに

他の公安委員会への処分移送通

知書、仮禁止通知書及び国際運

転免許証等の送付

７３ 省略

７４ 省略

７５ 省略

７６ 省略

７７ 省略

７８ 省略

７９ 省略

８０ 省略

道路交通法施行令 １～４ 省略

５ 第４０条の２第２号の規定に

よる委託をした旨の公示

６ 省略

道路交通法施行令 １～４ 省略

５ 省略

道路交通法施行規則 １～７ 省略

８ 第２９条の３第２項の規定に

よる処分の要件に関し専門的な

知識を有する医師の認定

９～２０ 省略

道路交通法施行規則 １～７ 省略

８ 第２９条の３第１項の規定に

よる処分の要件に関し専門的な

知識を有する医師の認定

９～２０ 省略

省略 省略

技能検定員審査等に関する

規則

省略 技能検定員審査等に関する

規則

省略

運転免許に係る講習等に関

する規則（平成６年国家公

安委員会規則第４号）

１ 第４条第２項第２号の規定に

よる認知機能検査の実施に必要

な技能及び知識に関する講習の

実施

省略 省略
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認知機能検査員講習の実施

に関する規則（平成２１年愛

媛県公安委員会規則第５

号）

省略 認知機能検査員講習の実施

に関する規則（平成２１年愛

媛県公安委員会規則第５

号）

省略

認知機能検査の実施に関す

る規則（平成２１年愛媛県公

安委員会規則第７号）

１ 第２条の規定による検査結果

の報告の受理

省略 省略

� 省略

別表３（第４条関係）

警察署長の専決事項

� 省略

別表３（第４条関係）

警察署長の専決事項

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

道路交通法 １～２３ 省略

２４ 第１０７条の５第６項の規定に

よる提出者への国際運転免許証

等の返還

２５～３０ 省略

道路交通法 １～２３ 省略

２４ 第１０７条の５第５項の規定に

よる提出者への国際運転免許証

等の返還

２５～３０ 省略

省略 省略

運転免許に係る講習等に関

する規則

省略 運転免許に係る講習に関す

る規則（平成６年国家公安

委員会規則第４号）

省略

省略 省略

認知機能検査の実施に関す

る規則

１ 第３条の規定による検査結果

の通知

２ 第４条の規定による検査結果

の通知に係る書面の再交付申出

の受理及び再交付

附 則

この訓令は、平成２１年６月１日から施行する。

平成２１年５月２２日 発行
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